
 

 

第２章 高齢者を取り巻く現状と課題 

１ 高齢者の現状 

（１）人口の概況 

平成 28 年度以降の人口の推移をみると、本市の人口は一貫して減少しており、令和２年

度の総人口は 37,896人となっています。年齢区分別にみると、40～64 歳（第２号被保険

者）が 11,568人（30.5％）、65 歳以上（第１号被保険者）が 13,887 人で、高齢化率は

36.6％となっています。 

65 歳以上の高齢者については平成 29 年以降減少していますが、75歳以上の後期高齢者

人口については増減を繰り返しながら推移しています。また、人口減少が進む中で高齢化率

については増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

■ 人口の推移 

※住民基本台帳（各年度９月末） 

■ 年齢区分別人口比率の推移 

※住民基本台帳（各年度９月末） 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

40,018 39,513 38,979 38,515 37,896

4,814 4,700 4,596 4,491 4,347

9,110 8,827 8,551 8,348 8,094

12,217 12,005 11,915 11,760 11,568

13,877 13,981 13,917 13,916 13,887

6,336 6,408 6,367 6,364 6,373

7,541 7,573 7,550 7,552 7,514

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

12.0% 11.9% 11.8% 11.7% 11.5%

22.8% 22.3% 21.9% 21.7% 21.4%

30.5% 30.4% 30.6% 30.5% 30.5%

34.7% 35.4% 35.7% 36.1% 36.6%

15.8% 16.2% 16.3% 16.5% 16.8%

18.8% 19.2% 19.4% 19.6% 19.8%

総人口

（単位：人）
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（２）世帯の概況 

平成 27 年の一般世帯のうち高齢者のいる世帯の状況についてみると、高齢者のいる世帯

が占める割合は 64.2％と、全国・島根県の水準を大きく上回っています。 

また、一般世帯のうち高齢者のみの世帯についてみると、夫婦のみ世帯の割合が、全国・

島根県の水準と比べ高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 高齢者のいる世帯の状況 

※国勢調査（平成 27年） 

※国勢調査（平成 27年） 

※「一般世帯」は総世帯から施設等の世帯（寮、病院、社会施設等）を除いた世帯 

■ 一般世帯における高齢者のいる世帯の割合 

ひとり暮らし
世帯

夫婦のみ世帯

12,772 8,198 8,172 1,305 1,758 5,109 26

(100.0%) (64.2%) (64.0%) (10.2%) (13.8%) (40.0%) (0.2%)

264,080 137,643 137,107 31,636 35,742 69,729 536

(100.0%) (52.1%) (51.9%) (12.0%) (13.5%) (26.4%) (0.2%)

53,331,797 21,713,308 21,582,467 5,927,686 5,247,936 10,406,845 130,841

(100.0%) (40.7%) (40.5%) (11.1%) (9.8%) (19.5%) (0.2%)

高齢者のいる世帯

単独世帯・親族世帯

非親族世帯
高齢者のみの世帯

その他の
親族同居世帯

安来市

島根県

全国

一般世帯数

64.2

52.1

40.7

35.8

47.9

59.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

安来市

島根県

全国

高齢者のいる世帯

高齢者のいない世帯



 

（３）認定者の概況 

平成 28 年度以降の認定者数の推移をみると一貫して減少しており、平成 28 年度の

2,984 人から、令和２年度は 2,874 人となっています。また、高齢者人口に対する認定率

については、平成 28 年度の 21.5％から、令和２年度には 20.7％となっています。 

年齢別人口に対する認定者の割合（出現率）をみると、高齢になるほど、とりわけ 80 歳

以上で割合が高くなる傾向があり、65～69 歳の 1.9％に対し 80～84 歳では 24.7％と、

概ね４人に１人が認定者となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 認定者数の推移 

※介護保険事業状況報告月報（各年度９月末） 

■ 年齢別の認定者出現率 

※介護保険事業状況報告月報（令和２年９月末）、住民基本台帳人口（令和２年９月末）を用いて算出 

0.3% 1.9%
5.1%

11.6%

24.7%

47.8%

78.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

40～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

認定者数 2,984 2,951 2,946 2,911 2,874

要支援１ 412 427 443 440 490

要支援２ 414 400 411 419 397

要介護１ 710 688 733 722 668

要介護２ 505 462 439 450 431

要介護３ 403 414 367 347 346

要介護４ 304 324 324 309 338

要介護５ 236 236 229 224 204

認定者　構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

要支援１ 13.8% 14.5% 15.0% 15.1% 17.0%

要支援２ 13.9% 13.6% 14.0% 14.4% 13.8%

要介護１ 23.8% 23.3% 24.9% 24.8% 23.2%

要介護２ 16.9% 15.7% 14.9% 15.5% 15.0%

要介護３ 13.5% 14.0% 12.5% 11.9% 12.0%

要介護４ 10.2% 11.0% 11.0% 10.6% 11.8%

要介護５ 7.9% 8.0% 7.8% 7.7% 7.1%

認定率 21.5% 21.1% 21.2% 20.9% 20.7%

（単位：人）



 

２ 日常生活圏域の将来人口 

本市では、日常生活圏域として「安来圏域」「広瀬圏域」「伯太圏域」の３つの圏域を設定し

ています。 

 

（１）安来圏域の状況 

安来圏域の将来人口は今後も減少傾向で推移し、令和２年度の 26,838 人から、令和５年

度には 25,946 人、令和 22 年度には 20,171 人にまで減少することが見込まれています。 

高齢者人口についても令和５年度には 9,114 人にまで減少することが見込まれますが、総

人口の減少により、高齢化率は増加し 35.1％となることが想定されます。 

また、介護需要に結びつきやすい 75歳以上の後期高齢者人口については、当面増加傾向で

推移し、令和５年度には高齢者人口の６割程度を占める 5,309人となることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

※将来人口は、性別・１歳別コーホート変化率法による推計 

9,320 9,295 9,316 9,295 9,208 9,114 8,930 8,385 7,827 7,588 

8,434 8,354 8,218 8,119 8,072 8,016 7,877 
7,440 

6,892 
5,987 

6,294 6,209 6,067 5,957 5,855 5,741 5,565 
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4,835 
4,459 
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2,640 
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（２）広瀬圏域の状況 

広瀬圏域の将来人口は今後も減少傾向で推移し、令和２年度の 6,699 人から、令和５年度

には 6,236 人、令和 22 年度には 3,899人にまで減少することが見込まれています。 

高齢者人口についても令和５年度には 1,903 人にまで減少することが見込まれますが、総

人口の減少により、高齢化率は増加し 44.0％となることが想定されます。 

また、介護需要に結びつきやすい 75歳以上の後期高齢者人口については、当面増加傾向で

推移し、令和５年度には高齢者人口の６割程度を占める 1,600人となることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

※将来人口は、性別・１歳別コーホート変化率法による推計 

2,897 2,893 2,851 2,812 2,791 2,745 2,675 2,467 2,200 1,998 

2,108 2,064 2,021 1,984 1,937 1,903 1,795 
1,534 

1,348 
1,092 

1,341 1,257 1,196 1,130 1,080 1,026 
945 

794 

649 

539 

687 669 
631 615 583 562 

509 

409 

338 

270 
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6,391 6,236 
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1,688 1,655 1,595 1,550 1,584 1,600 1,616 1,573 1,467 1,312 

1,209 1,238 1,256 1,262 1,207 1,145 1,059 894 733 686 

41.2% 42.0% 42.6% 43.0% 43.7% 44.0%
45.2%

47.4% 48.5%
51.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和２年度

（2020）

令和３年度

（2021）

令和４年度

（2022）

令和５年度

（2023）

令和７年度

（2025）

令和12年度

（2030）

令和17年度

（2035）

令和22年度

（2040）

第７期 第８期 第９期 第11期 第12期 第14期

広瀬圏域 将来の高齢者人口 65～74歳

75歳以上

高齢化率

（人）

実 績 推 計



 

（３）伯太圏域の状況 

伯太圏域の将来人口は今後も減少傾向で推移し、令和２年度の 4,359 人から、令和５年度

には 4,101 人、令和 22 年度には 2,694人にまで減少することが見込まれています。 

高齢者人口についても令和５年度には 1,678 人にまで減少することが見込まれますが、総

人口の減少により、高齢化率は増加し、40.9％となることが想定されます。 

また、介護需要に結びつきやすい 75歳以上の後期高齢者人口については、当面増加傾向で

推移し、令和５年度には高齢者人口の６割程度を占める 957 人となることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

※将来人口は、性別・１歳別コーホート変化率法による推計 
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（４）安来市（全体）の状況 

安来市（全体）の将来人口は今後も減少傾向で推移し、令和２年度の 37,896 人から、令

和５年度には 36,283人、令和 22 年度には 26,764 人にまで減少することが見込まれてい

ます。 

高齢者人口についても令和５年度には 13,537 人にまで減少することが見込まれますが、

総人口の減少により、高齢化率は増加し 37.3％となることが想定されます。 

また、介護需要に結びつきやすい 75歳以上の後期高齢者人口については、今後増加傾向で

推移し、令和５年度には高齢者人口の６割程度を占める 7,866人となることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

※将来人口は、性別・１歳別コーホート変化率法による推計 
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３ アンケート調査の概要と結果からみる課題 

（１）調査の目的 

本計画の策定にあたり、市内の高齢者や介護者、事業者の皆様の生活や健康の実態等を把握

し、これを計画策定の基礎資料とするために、４種類のアンケート調査を実施しました。 

 

（２）実施概要 

［調査対象と配布数］ 

 

 

 

 

 

 

 

［調査方法等］ 

令和２年８～９月に、郵送による配布・回収にて調査を実施しました。なお、在宅介護実態

調査については、令和元年 10 月～令和２年３月に認定調査員の聞き取りで調査を実施しま

した。 

 

（３）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からみる課題 

①介護の状況について 

介護・介助が必要と

なる主な要因として

「高齢による衰弱」の

割合が高く、自立した

生活を維持するため

にも、健康寿命の延伸

につながる健康づく

り、介護予防の取組が

重要です。 

また、主な介護・介

助者は、前回調査と比

べ介護サービスのヘルパーが大きく増加しており、今後も介護人材の確保が求められます。  

調査名 対象者 配布数 
回収数 

回収率 
有効票 白 票 

住
民
向
け 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

65 歳以上の 

要介護認定者以外 
3,000 2,079 ０ 69.3％ 

在宅介護実態調査 在宅の要介護認定者 229 194 ０ 84.7％ 

事
業
者
向
け 

介護保険サービス 

事業所アンケート 

介護保険サービスを 

提供する市内事業所 
101 75 ０ 74.3％ 

介護保険サービス 

事業所職員アンケート 
市内事業所の職員 225 159 ０ 70.7％ 

今回　全体(n=99)
前回　全体(n=121)

配
偶
者

（
夫
・
妻

）

息
子

娘 子
の
配
偶
者

孫 兄
弟
・
姉
妹

介
護
サ
ー

ビ
ス
の

ヘ
ル
パ
ー

そ
の
他

20.2% 21.2%

15.2% 16.2%

4.0%
1.0%

33.3%

15.2%

32.2%

18.2%
16.5%

12.4%

7.4%

3.3%

23.1%

14.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

今回 全体(n=99)

前回 全体(n=121)

■主な介護、介助者 



 

②外出について 

高齢化が進むとともに、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大が危惧される中で、外出を

控えている方が、前回の調査と比べ大きく増加しています。また、外出の際の移動手段は７割

弱が「自動車（自分で運転）」と回答しています。 

外出は社会参加や介護予防につながる重要な要素である中で、感染症対策も含め、高齢にな

っても安全に外出することのできる手段の確保の検討が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域の活動について 

地域の健康づくり活動や趣味等のグループ活動に参加者として「参加したい」と回答した方

が５割強、企画・運営として「参加したい」と回答した方が３割強みられました。 

高齢化の進展や、ライフ・スタイルの多様化により、地域活動の担い手の確保が困難となっ

ている中で、高齢者は貴重な地域の人材であることから、様々な活動の情報提供、活動団体や

事業者とのマッチング支援の体制強化等に向けた検討を進め、介護予防、ひいては地域の支え

合いの体制づくりにもつなげていく視点が求められます。 

  

■外出を控えているか 

受けている(n=99)

20.7%

37.6%

31.0%

43.1%

32.3%

34.5%

35.9%

42.8%

48.6%

58.9%

38.7%

36.2%

35.1%

33.5%

63.3%

66.7%

75.8%

60.5%

67.2%

54.8%

67.1%

64.3%

61.6%

54.9%

49.2%

30.1%

59.3%

62.2%

62.8%

65.2%

32.3%

29.3%

3.5%

1.9%

1.8%

2.0%

0.6%

1.3%

2.5%

2.3%

2.3%

11.0%

2.0%

1.7%

2.0%

1.4%

4.4%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回 全体(n=2,069)

今回 全体(n=2,079)

男性(n=938)

女性(n=1,138)

65～69歳(n=520)

70～74歳(n=554)

75～79歳(n=404)

80～84歳(n=348)

85～89歳(n=177)

90歳以上(n=73)

安来圏域(n=1,357)

広瀬圏域(n=423)

伯太圏域(n=296)

必要ない(n=1,771)

必要だが、受けて

いない(n=158)

受けている(n=99)

はい いいえ 無回答

性

別

年

齢

層

圏

域

介
護
・
介
助



 

④人とのつながりについて 

心配事や愚痴（ぐち）

を聞いてくれる人、看病

や世話をしてくれる人

は、そのほとんどが配偶

者をはじめとした家族

や友人となっています。 

一方で、家族や友人以

外の相談相手が「いな

い」と回答した方は３割

を超えている中で、配偶

者がいない方や、家族が

近隣にいない方、地域とのつながりが薄い方等が孤立しないように、総合的な相談窓口である

地域包括支援センターの周知や、地域の見守り等の体制を構築・強化することが必要です。 

 

⑤認知症について 

アンケート調査結果に基づく生活機能評価による「認知機能低下者率」が５割を超えている

中で、「認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる」と回答した方は１割程

度、また「認知症に関する相談窓口を知っている」と回答した方は３割程度となっています。 

認知症になっても、地域で自分らしく暮らし続けることのできる社会の実現が求められて

いる中で、相談窓口の周知も含め、認知症に関する基本的な情報を、広く市民へ共有すること

が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■心配事や愚痴（ぐち）を聞いてくれる人 

■分野別機能低下等リスク該当者の状況 

配
偶
者

同
居
の
子
ど
も

別
居
の
子
ど
も

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
・

親
・
孫

近
隣

友
人

そ
の
他

そ
の
よ
う
な
人
は

い
な
い

54.2%

25.8%

33.5% 35.0%

15.0%

38.2%

2.1%

7.8%

52.7%

25.4%
28.7%

34.5%

14.0%

35.3%

1.2%
3.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

今回 全体(n=2,079)

前回 全体(n=2,069)

安来圏域(n=1,269)
広瀬圏域(n=390)
伯太圏域(n=279)
今回　全体(n=1,938)
前回　全体(n=1,955)

生
活
機
能
全
般
低
下
者
率

運
動
器
機
能
低
下
者
率

転
倒
リ
ス
ク
保
有
者
率

低
栄
養
該
当
者
率

口
腔
機
能
低
下
者
率

閉
じ
こ
も
り
傾
向
該
当
者
率

認
知
機
能
低
下
者
率

う
つ
傾
向
該
当
者
率

手
段
的
自
立
度
低
下
者
率

知
的
能
動
性
低
下
者
率

社
会
的
役
割
低
下
者
率

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

安来圏域(n=1,269) 広瀬圏域(n=390) 伯太圏域(n=279)

前回 全体(n=1,955) 今回 全体(n=1,938)



 

⑥今後の生活について 

介護が必要になった場合に望む介護の在り方としては、６割弱の方が「自宅での介護」を希

望しており、「施設での介護」を希望する方は１割強となっています。また、人生の最後を「自

宅で迎えたい」方は５割弱、「施設で迎えたい」方は１割未満となっています。 

多くの方が住み慣れた地域での暮らしを希望していることを踏まえ、高齢期に入る以前か

らの健康づくりや、介護予防・フレイル予防、重度化予防の取組に加え、生活支援、介護、医

療等を連携した、地域の実態に基づいた地域包括ケアシステムの構築が重要になると考えら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■人生の最期をどこで迎えたいか 

全　体(n=2,079)

女性(n=1,138)

70～74歳(n=554)

75～79歳(n=404)

80～84歳(n=348)

85～89歳(n=177)

90歳以上(n=73)

広瀬圏域(n=423)

伯太圏域(n=296)

受けている(n=99)

45.0%

51.8%

39.4%

41.0%

44.0%

45.3%

43.7%

57.6%

54.8%

45.0%

44.2%

45.9%

43.6%

50.6%

62.6%

16.8%

13.6%

19.5%

17.5%

15.0%

15.8%

18.7%

18.1%

20.5%

16.8%

17.5%

16.2%

17.1%

17.7%

14.1%

6.7%

5.7%

7.6%

7.1%

7.2%

7.7%

6.3%

4.5%

1.4%

7.0%

5.7%

6.8%

6.8%

6.3%

5.1%

2.3%

2.6%

1.9%

3.7%

1.6%

2.7%

1.4%

0.6%

1.4%

2.4%

2.4%

1.4%

2.5%

1.3%

25.4%

23.3%

27.2%

28.5%

28.5%

24.0%

25.6%

14.7%

15.1%

25.2%

25.5%

26.7%

26.7%

19.6%

14.1%

3.9%

3.0%

4.7%

2.3%

3.6%

5.0%

4.6%

4.5%

6.8%

3.8%

5.0%

3.0%

3.3%

5.7%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=2,079)

男性(n=938)

女性(n=1,138)

65～69歳(n=520)

70～74歳(n=554)

75～79歳(n=404)

80～84歳(n=348)

85～89歳(n=177)

90歳以上(n=73)

安来圏域(n=1,357)

広瀬圏域(n=423)

伯太圏域(n=296)

必要ない(n=1,771)

必要だが、受けて

いない(n=158)

受けている(n=99)

自宅 病院 施設 その他 わからない 無回答

性

別

年

齢

層

圏

域

介
護
・
介
助



 

（４）在宅介護実態調査からみる課題 

①地域での暮らしの継続について 

施設への入所・入居を検討している方は２割弱という中で、多くの方が住み慣れた地域での

暮らしを望んでいると考えられます。 

介護者の高齢化が進む中でこうした希望を実現する意味でも、介護者の介護に関する不安

の軽減は重要であり、必要な介護サービス等の充実が求められます。また、要介護認定を受け

ている方の多くが何らかの認知症状を有している中で、認知症に関するケアの充実や、地域に

おける理解促進等も求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護者の就労継続について 

介護のために離職された方、また今後の「就労の継続が難しい」と感じている方がいる中で、

介護保険サービス等の公的な支援に加え、多様な働き方を実現し、介護と就労を両立するため

の事業所等への啓発や支援等の取組の検討も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.4%

27.7%

14.1%

18.8%

7.3%

0.5%

1.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

自立

Ⅰ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

М

記載なし

無回答

合計(n=191)

■ 日常生活自立度（※「自立」を除き何らかの認知症状を有する） 

■ 介護のための離職の有無 

4.7%

1.4%

2.0%

0.7%

79.1%

2.0%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞め

た（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はい

ない

わからない

無回答

合計(n=148)



 

（５）介護保険サービス事業所・事業所職員アンケートからみる課題 

①介護職員の人材確保について 

介護保険サービス事業所

の職員の採用状況について、

「困難な状況」と回答した事

業所が５割を超えており、そ

のうち、採用が困難な理由と

して６割を超える事業所が

「賃金が安い」と回答してい

ます。また、事業所で働いて

いる職員が感じている問題

は、給料を含めた「雇用条件」が５割弱と割合が高くなっていますが、それ以上に年齢等の「自

分自身の問題」の割合が高く、５割を超えています。 

今後も高齢化が進展することが想定される中で、介護保険サービスの利用ニーズは高まる

と考えられます。サービスを提供する介護職員の人材の確保に向けた取組の検討が、今後も求

められます。 

 

②介護保険制度の周知について 

住民やサービス利用者に対し

て、介護保険制度の周知や広報に

ついて、「できていない」と感じて

いる事業所職員が３割を超えてい

ます。また、介護保険制度を円滑に

運営していくために必要だと思う

ことについては、「介護保険制度に

ついての市民への周知を充実す

る」が４割以上と、最も割合が高くなっています。 

介護が必要になっても、住み慣れた地域や、在宅での暮らしを実現するため、また介護をす

る家族を支えるためにも、これまで以上に介護保険サービスや制度の周知に取り組むことが

求められます。 

 

 

 

 

  

■ 職員の採用状況（事業所） 

N=75 （％）

介護支援専門員の採用が困難な状況にある

介護職員の採用が困難な状況にある

看護職員の採用が困難な状況にある

機能訓練指導員の採用が困難な状況にある

その他の職員の採用が困難な状況にある

その他

特にない

無回答

21.3

53.3

28.0

4.0

18.7

1.3

13.3

8.0

0 10 20 30 40 50 60

N=159 （％）

できている

まあまあできている

あまりできていない

できていない

わからない

無回答

4% 

38% 

27% 

4% 

26% 

1% 

0% 20% 40%

■ 介護保険制度の周知や広報（事業所職員） 



 

４ 第７期計画の進捗評価結果 

（１）評価の方法 

評価にあたっては、第７期計画の 55の事業を、３つの評価基準（「計画通り実施＝10 点」

「一部実施＝５点」「未実施＝０点」）で点数化しました。 

さらに、３つの基本目標や８つの取り組み方針、21 の主な施策といった、より上位の枠組

みで平均値を算出し、計画全体の検証を行いました。（※平均値が高いほど良い評価となる） 

 

（２）評価の結果 

計画全体の評価の平均値は 6.09（概ね「一部実施」の水準）となっています。 

基本目標ごとの評価の平均値は、「基本目標２」が 6.67、「基本目標３」が 8.33と全体の

平均値を上回っている一方で、「基本目標１」は 5.54 と全体の平均値を下回っています。 

評価対象 平均値 

計画全体 6.09 

基本目標１ 地域で支えあう環境づくり（地域包括ケアの推進） 5.54 

基本目標２ いきいき元気生活の実現 6.67 

基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 8.33 

 

取り組み方針の評価は、「１-４」「２-１」「３-１」「３-２」が計画全体の平均値を上回って

いる一方で、「１-１」「１-２」「１-３」「２-２」が平均値を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜取り組み方針の評価＞ 

※グラフの「1-1」」等の数字は、先頭の数字が

『基本目標』、後ろの数字が『取り組み方針』

を表す 

5.67

4.38

5.00

8.00

9.00

5.00

10.0

7.50

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1-1 地域包括ケア体制の整備

1-2 介護予防・生活支援サービスの

充実

1-3 地域で認知症高齢者を

見守る体制づくり

1-4 尊厳ある暮らしづくり

2-1 社会参加と生きがいづくり

2-2 健康づくり・介護予防の推進

3-1 施設入所サービスの充実

3-2 生活しやすい環境づくり



 

基本施策ごとの評価としては、「１-２-３」をはじめとした６の基本施策で平均値が 10.0

と最も良い評価となっています。 

一方で、「１-２-１」については 0.00（該当する事業がすべて「未実施」の評価）となって

いるなど、12 の基本施策の平均値が、計画全体の平均値を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜主な施策ごとの評価＞ 

※グラフの「1-1-1」等の数字は、先頭の数字が『基本目標』、中央の数字が『取り組み方針』、後ろの数

字が『主な施策』を表す 

10.00 

10.00 

10.00 

10.00 

10.00 

10.00 

8.75 

7.50 

6.67 

5.83 

5.83 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

5.00 

0.00 

0 2 4 6 8 10

1-2-3 生活支援サービスの推進

1-4-1 高齢者虐待の防止

2-1-2 高齢者の働く機会づくり

3-1-1 養護老人ホーム

3-1-2 高齢者生活福祉センター

3-2-2 交通安全対策の推進

2-1-1 社会参加の促進

3-2-3 防災対策の推進

1-4-2 権利擁護の推進

1-1-2 包括的支援事業の推進

1-1-4 地域ネットワークの構築

1-1-1 地域包括支援センターの機能強化

1-1-3 在宅医療・介護の連携強化

1-2-2 介護予防ケアマネジメントの推進

1-3-1 認知症の早期発見・早期支援

1-3-2 認知症高齢者及び家族を支援する体制の確立

1-3-3 基盤整備

2-2-1 健康づくりの推進

2-2-2 一般介護予防事業の推進

3-2-1 ユニバーサルデザインのまちづくり

1-2-1 介護予防事業の推進

全体の

平均値

6.09



 

５ 計画策定にあたっての課題 

ここまでの各種調査や分析を踏まえ、本計画の課題を設定します。 
 

課題１ 将来の高齢者人口の変化を見据えた、中長期的展望を持った計画づくりが必要 

団塊の世代全体が 75 歳以上となる令和７年、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年

に向けて、全国的に高齢者人口が増加していく中で、本市においても高齢化率の増加が見込ま

れます。また令和７年度頃にかけて、介護需要が高い後期高齢者人口の増加が見込まれている

中で、要介護認定者、認知症高齢者、医療ニーズの高い高齢者、ひとり暮らしや夫婦のみの高

齢者世帯などの増加等も想定されます。こうした中長期的展望を踏まえた上で、今後３年間に

達成すべき目標・取組等を明らかにすることが求められます。 
 

課題２ 安来市の実情に応じた地域包括ケアシステムの明確化、その深化・推進が必要 

令和７年が目前に迫る中で、地域共生社会の実現に向けても、本市の実情に応じた地域包括

ケアシステムの構築を急ぐ必要があります。 

そのためには、本市における地域包括ケアシステムの機能やその整備時期等を明確化する

とともに、その中核的役割を担う地域包括支援センターの機能強化をはじめ、そのさらなる深

化・推進に向けた取組が求められます。 
 

課題３ 高齢になっても元気で、いきいき暮らすための社会参加・介護予防の取組が必要 

70 歳までの就業機会の確保等、社会的にも高齢者の活躍が求められている中で、本市の多

くの高齢者は地域での活動への参加を望んでいます。一方で、今般の新型コロナウイルス感染

症の流行に伴い、外出を控える高齢者が３年前と比べても大きく増加していることから、閉じ

こもりや運動機能の低下が危惧されます。 

感染症の流行下等においても、安心して参加できる健康づくり・介護予防の活動や、そうし

た場へのアクセスの手段の確保も含めて、検討が求められます。 
 

課題４ 認知症に関する正しい知識の普及を含めた認知症 高齢者支援策の充実が必要 

今後も高齢化に伴い、認知症高齢者の増加が見込まれる一方で、認知症の相談窓口をはじめ

とした認知症の支援に関する周知が十分に進んでいない実態を踏まえ、認知症の人を地域で

支えていけるように、認知症に関する正しい知識の普及や、認知症の早期発見・早期対応につ

ながる支援体制の構築等、総合的な取組の推進が必要です。 
 

課題５ 住み慣れた地域で暮らし続けることのできる支援の充実が必要 

高齢になっても、住み慣れた地域で自立して生活するためには、介護保険サービスや生活支

援等の充実が重要である一方、本市においては介護職員の人材不足や介護保険サービスの周

知が不足している状況がみられることから、それを補うための取組の検討が求められます。 
 

課題６ 安全・安心な暮らしの実現に向けた取組が必要 

近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、災害の発生に備えると

ともに、新しい生活様式等も踏まえた安全・安心の視点を持って、高齢者福祉全般の推進に取

り組むことが求められます。 

 


